
1 
 

建 設 委 員 会 資 料 

令 和 ３ 年 ３ 月 ２ 日 

まちづくり部まちづくり推進課 

 

旧赤羽台東小学校跡地とＵＲ都市機構用地との一体活用等について 

 

１．要  旨 

  区はこれまで、ＵＲ都市機構（以下、ＵＲ）による赤羽台団地の建替

事業に合わせ、周辺地区のまちづくりを推進してきた。 

この間、地区内の学校跡地については、同校の跡地利活用計画に基づ

き、児童相談所等複合施設の建設を計画化する一方、余剰地については

魅力あるまちづくりのために有効活用を図るべく、南側で隣接するＵＲ

用地と連携した一体活用について、ＵＲと検討を進めてきた。 

このたび、両者の連携による魅力あるまちづくりを図るため、土地（学

校跡地のうち児童相談所等複合施設建設用地を除く区有地とＵＲ所有の

G 街区用地：下図参照）を一体活用し事業を推進する基本的方針につい

ての協議がまとまったので、今後の取組み等と合わせ報告する。  

 

２．経  過 

 平成２５年 6 月 区とＵＲ間で土地利用や公共施設整備方針等について

「赤羽台地区のまちづくりに関する基本協定」を締結。 

 平成２６年３月 赤羽台周辺地区 地区計画の都市計画決定 

平成３１年４月 旧赤羽台東小学校跡地の利活用計画を策定 

令和２年 ７月 北区児童相談所等複合施設基本構想を策定 

令和２年１０月 区とＵＲ間で部長級職員による「赤羽台周辺地区中高

層住宅複合Ｂ地区(*)一体活用検討協議会」を設置。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(*)「 Ｂ 地 区 」は 地

区 計 画 上 の 学 校

跡 地 と Ｕ Ｒ 所 有

Ｇ 街 区 の 総 称 。約

1.9ha。  
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３．B 地区における土地利用に関する区の基本方針 

（1）「北区都市計画マスタープラン 2020」を踏まえ、にぎわいや交流を

生 む 北 区 の 都 市 中 心 拠 点 で あ る 赤 羽 に 隣 接 す る 地 区 に 相 応 し い 土 地

利用を推進するため、多様で良質な都市型住宅や子育て支援施設等を

中心とした生活利便施設の立地誘導を図る。そのために、赤羽台周辺

地区の地区計画変更を行う。 

（2）「学校跡地利活用計画」を踏まえ、児童相談所等複合施設の今後の建

設計画検討の自由度を確保しつつ、余剰地を魅力あるまちづくりに有

効活用するため、南側で隣接するＵＲ用地との一体的活用を図る。 

（3）団地及び周辺まちづくりの課題解決に資する「エレベータ等の設置

によるバリアフリー化を伴う新たなアクセスルート」と「自転車駐輪

場（現在の赤羽駅 西側指定自転車置 場機能の一部移設 ）」を、Ｂ地区

南側エリアに整備を図る。 

 

４．区とＵＲによる一体活用に係わる基本的方針（要旨） 

（１）土地譲渡先の共同公募 

   区とＵＲで、Ｂ地区の土地（児童相談所等複合施設用地を除く）の

譲渡先について共同公募を図る。 

（２）公募する際の条件等 

①  公募の際に、土地譲受人に対して、Ｂ地区南側にエレベータ等の設置

に よ る バ リ ア フ リ ー 化 を 伴 う 新 た な ア ク セ ス ル ー ト 及 び 自 転 車 駐 輪

場の整備を条件として付す。 

②  Ｂ地区の一 体活用 による「土 地利用 の誘導イメ ージ（ 別図参照 ）」 を

まとめ、引き続きその計画内容の精査を行い、令和３年度末を目途に

具体的な公募方法及び 条件 等を 協議 によ り決 定し 、公 募を 開始 する。 

（３）その他 

   ここまでの合意内容を「赤羽台周辺地区のゲートウェイ形成を軸と

した土地の一体活用に関する連携協定」としてまとめる。 

 

５．その他 

  一体活用の協議に合わせ、赤羽団地内の他の公共公益施設に係わる事

項についても、以下の通り整理した。 

①  Ｂ 地 区 西 側 の 団 地 内 通 路 に つ い て は 、 今 後 の 周 辺 の 土 地 利 用 に 伴 う 

歩行者・車 両の交 通需要や道 路ネッ トワークの 円滑化 等を図るた め、

ＵＲによる整備後、移管を受け新たに区道とする。 

②  区 が Ｕ Ｒ に 譲 渡 を 要 望 し て い た 赤 羽 台 西 小 学 校 の 拡 張 用 地 に つ い て

は、令和６年度末までの譲渡に向け条件等の協議を進める。 
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６．今後の予定 

令和３年３月 地区計画変更に係わる都市計画変更手続き開始 

     同年夏頃 北区都市計画審議会（東京都都市計画審議会） 

地区計画変更の都市計画決定 

     以降 旧校舎の解体工事、埋蔵文化財発掘調査等に順次着手 

   ３年度末頃  区とＵＲ共同による民間事業者の公募開始（予定） 

   ４年度末まで 土地売買契約、土地引渡し（予定） 

 

 

 

 

【別図】土地利用の誘導イメージ 
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